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はじめに 

○ 人口減少克服と地方創生は雇用対策、少子化対策、医療・介護

サービス等を所管する厚生労働行政と密接に関わるものであ

り、政府全体で取り組むべき課題ではあるが、厚生労働省が主

体的に取り組むべき重要政策テーマである。 

○ 人口減少克服と地方創生は日本の未来のために何としてでも成

し遂げなければならない課題である。これらを実現するために

は「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「市町村

まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「地方版総合戦略」と

いう。）の策定が重要であり、厚生労働省としては、適切にコン

サルテーションを行っていく必要がある。 

〇このため、厚生労働省では、「まち・ひと・しごと創生政策検討

推進本部」（本部長：塩崎厚生労働大臣）の下に、若手職員を中

心とした「地方創生への対応のための検討チーム」（座長：橋本

厚生労働大臣政務官）を設置して昨年 11 月以降８回にわたって

議論を重ね、厚生労働省としての人口減少克服、地方創生への

対応に関する基本的な考え方をとりまとめた。 

○ 本報告書は、地方版総合戦略の立案や地方の取組について厚生

労働省関係の施策の相談窓口となる、地方創生コンシェルジュ

がコンサルテーションを行う際の指針ともなるものである。 

〇また今後「地方版総合戦略」を策定する自治体の方々にも是非

参考にしていただきたいと願っている。 

〇地方創生は、自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形

成を目指すものである。また、地方創生を実現し、地方の人口

減少・若年層の人口流出に歯止めがかかるとともに地方への人

口の還流が起きることで、地方が先行して若返っていくことに

より、活力ある地域社会を創生していくことが期待される。 

○厚生労働省としては、こうした取組を進めるために、平成 26 年

度補正予算に盛り込まれた地域住民生活等緊急支援のための交

付金（以下「地域住民支援交付金」という。）を活用した事業を

はじめとする施策を進めるとともに、現在進めている地域包括

ケアシステムの構築や地域医療構想の推進等を着実に進めるこ

とが必要である。また、より長期的な視点で考えた場合、人口

減少局面を念頭に置きつつ、有機的・総合的な地域づくりのた

めの施策展開と自治体支援が求められる。 

  

1



 
 

１．総論 

(1)予想される将来像と基本的考え方 

〇日本は急速に少子高齢化が進行し、2008 年以降は人口減少局面

に入っている。国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来

推計人口（平成 24 年１月推計）」（出生中位（死亡中位）推計
1）によれば、2060 年には人口が 8,674 万人まで減少し、高齢化

率は 2013 年の 25.1％から 2060 年には 39.9％となると推計され

ている。また、これに伴い、労働力人口も大幅に減少すると推

計されている。 

〇人口減少は、①若年人口は減少するが、老年人口は増加する時

期、②若年人口の減少が加速化するとともに、老年人口が維持

から微減へと転じる時期、③若年人口の減少が一層加速化し、

老年人口も減少していく時期、の３段階でみることができる。

その状況は地域によって大きく異なっており、東京都区部等は

①の段階に、人口５万人以下の地方都市は②の段階に、過疎地

域の市町村は既に③の段階にある。 

〇このような少子高齢化・人口減少の地域的な時間差のある進展

により、地方の経済雇用基盤の崩壊や社会保障制度の持続可能

性の確保が困難になるといった種々の悪影響が生じることが考

えられる。 

〇地方においては、人口減少がこのまま進むと、2050 年には、現

在人が住んでいる居住地域のうち６割以上の地域で人口が半分

以下に減少し、さらに２割の地域では無居住化すると推計され

ている2。 

〇また、地方から大都市圏、とりわけ東京圏への若年層の人口移

動が生じており、このまま東京圏への一極集中が続けば、地方

における上記の様な問題のみならず、①出生率が低い東京圏へ

若年層が集中することによる人口減少の更なる進行、②これま

で東京圏へ流入した人口が高齢化する時期を一気に迎えること

による医療・介護ニーズの急激かつ大幅な増大とこれによる施

設や人材の不足などの問題も生じると考えられる。 

                                                   
1 「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」では、出生、死亡それぞれについて、高

位、中位、低位の３通りの仮定をおいた複数の推計が行われており、そのうち出生につい

ても死亡についても中位の仮定を用いた推計。 
2 「国土のグランドデザイン２０５０～対流促進型国土の形成～」（平成２６年７月 国土

交通省） 
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〇このような、人口減少克服・地方創生という構造的な課題に対

処するためには、国と地方が、国民とともに今後の見通しや基

本認識を共有しながら総力をあげて取り組むことが重要であ

り、その際には地方が自ら考え、責任を持って取り組むことが

不可欠である。 

 

 (2)自立性、多様性のある地方社会の創生に向けた取組 

○人口減少と東京一極集中に歯止めをかけるためには、地方への

「ひと」の流れを創り出すことが必要である。このためには、

地方に「しごと」をつくり、地方へ「ひと」を呼び込み、「ひ

と」の暮らしを支える「まち」が活性化する好循環・相乗効果

が重要である。この過程では、若い世代の希望を実現するとい

う視点が重要である。 

また、これまでの施策が具体的効果を生み出せなかった原因を

詳細に吟味し、その上で個別施策の羅列ではなく、個々の施策

が有機的に関連づけられることが必要である。 
 

（好循環の例） 

・優秀な技術系人材の確保→メーカー企業の誘致→新たな雇用の創出→人口

の流入・定着→周辺地域のサービス産業の興隆→生活環境の整備 

・介護予防ニーズの掘り起こし→買い物支援・フィットネス事業→元気な高

齢者の増加（介護給付費の減少）→街・商店街の活性化 

・企業の子育て支援→優秀な人材の確保→企業の生産性向上→人口の流入・

定着→街の活性化 

 

○これらの好循環・相乗効果を創り出すためには、建物やインフ

ラ等のハードの充実に頼るのではなく、まずは、産業や教育、

福祉サービス等のソフト面を確立・充実させることが重要であ

る。これまで行ってきた地域活性化策の課題等を踏まえ、その

結果を検証し、取組に反映させるとともに、その地域の分析を

行い、歴史・文化、地理的特性、資本や労働力等の既存資源

等、現状を正確に分析・把握した上で、これらを活かす形で戦

略的な将来ビジョンを各自治体が主体的に作成することが不可

欠である。 

〇将来ビジョンを検討する際には、未来の担い手である若者に、

地域のことを主体的に考える機会を与え、自らが地域作りの担

い手となる意識を醸成していくことも一つの方策である。その
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際、各種計画策定に当たって地域の大学等と連携し、その学生

等にも参画を求めることも考えられる。 

〇また、地域づくりの担い手としては、市民が主体的に参加する

非営利法人や商店街、町内会といった地域組織、営利企業、公

的機関等が総出で取り組むことを考える必要がある。 

○これらの作業は一つの自治体だけで完結できるとは限らない。

各自治体が相互に地域連携することも必要である。地域連携に

あっては、都道府県や連携自治体間で各地域の産業・雇用の状

況、子育て環境の状況、医療・介護・福祉の状況を踏まえ、サ

ービス提供の効率性などを勘案し、融合化・コンパクト化（住

民やサービスの集積化）・ネットワーク化を進めていくことが求

められる。 
 

（地域連携のイメージ） 

・広域ブロック単位の地方中核都市3が雇用を生み出す産業拠点となるべく、

そこに資源や政策を集中的に投入。それに接する各地域の生活経済圏がネ

ットワーク的に結びつき、経済社会面で互いに支え合う有機的な集積体を

構築。 

・周辺地域には、安心して結婚、出産、子育てが可能な住環境、必要な医

療・福祉環境を整備。若者世代の移住、定住を促進。人口の定着・増加の

サイクルを構築。 

・山間地の集落・郡部は、相当程度の人口減少が避けられないものの、上記

周辺地域のネットワークを通じて、必要なサービスを確保。コンパクトシ

ティ化しつつ生活基盤のメンテナンスを図る。 

 

〇高齢者、障害者、子ども等分野横断的に多職種が協働する仕組

みを作り、地域の現状・課題の把握や対策の検討、実施した施

策の評価を進めることも必要である。なお、国としても、内閣

に設置されたまち・ひと・しごと創生本部を中心に、省庁横断

的に対策を推進していく。 

〇また、取組にあたっては、総合戦略にも盛り込まれた、「まち・

ひと・しごと創生」政策５原則4に沿った対応やＰＤＣＡサイク

                                                   
3地方圏（東京圏、関西圏、名古屋圏の三大都市圏以外の地域）における県庁所在市 や人

口が概ね 30 万人以上の都市 
4 まち・ひと・しごと創生に関する政策を検討するに当たっての原則で、①自立性（自立

を支援する施策）、②将来性（夢を持つ前向きな施策）、③地域性（地域の実情等を踏まえ

た施策）、④直接性（直接の支援効果のある施策）、⑤結果重視（結果を追求する施策）の

５つ。 
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ルの確立が極めて重要である。 

〇厚生労働省としても、「まち・ひと・しごと創生政策検討推進本

部」を中心に、部局横断的に取り組むとともに、地方創生コン

シェルジュによる支援や、地方厚生局、都道府県労働局の主体

的発案等により、地方の取組を全面的に支援していく。 

〇その際、優れた地方版総合戦略を作成した自治体に対して政策

的なインセンティブ付けを行うことも今後検討する。 

 
２．各論 

Ⅰ.雇用制度・雇用対策に関する取組方針 

(1)総論 
○ 人口減少と東京一極集中に歯止めをかけるためには、地方に安

定した雇用を創出し、若い世代も含めて、地方に住み、働く環

境を整備することが、何よりも重要である。その際、①地域を

牽引できる産業・雇用創出を図る一定規模の地域（地方中核都

市）とその周辺地域、②人手が不足している中で地域を維持す

るための産業・雇用創出を図る地域に大別して考える必要があ

る。 

○ 地域を牽引できる産業創出・雇用創出のためには、地方中核都

市がその周辺地域と連携し、まずは綿密な地域分析を行った上

で、産業・雇用創出の戦略を検討し、産・官・学が一体となっ

て取り組む必要がある。 

 

○地方中核都市に成長力のある産業・企業を誘致するためには、

優秀な人材を確保することが必要である。よって、専門性のあ

る高度人材確保や人材育成のために、人的及び財政的資源を重

点的に投入すべきである。 

〇従前、一部の自治体は産業・企業の誘致のために、固定資産税

の減免など地価に対する支援策を打ち出してきたが、こうした

支援では他の自治体との差別化が図れず、産業・企業を誘致

し、その地域に根付かせることは困難である。企業にとっても

本社や事業所を移転する決定的な理由にはなりにくい。 

○ したがって、単に雇用の観点だけではなく、「ひと」の移動を

確実なものとし、そこでの定着・暮らしを実現するため、若者

の暮らしや、子育て、介護のしやすさなどを良くする観点から

職場定着支援・働きやすさを追求していくことも必要である。 
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〇その際、自治体と企業の連携を強化し、働きやすさや暮らしや

すさを積極的にアピールする観点から、自治体が企業と人材育

成支援等の人材確保策や育児休業の取得促進等の働き方の見直

しに関する連携協定（覚書）を提携し、当該自治体の HP で PR

するなど、自治体から積極的に働きかけることも重要である。 

 

○ 地域に人材が定着するためには、地域の強みや特性を活用し

て、都市部にはない、都市部とは違った魅力ある働き方、生活

面でのメリットを提供し、それをアピールすることを考える必

要がある。 

〇生活面でのメリットについては、実質可処分所得の地域別モデ

ルケースを作成し、地方で暮らすことでどれだけ家計的に豊か

になるかを示すことも一つの方策である。 

○ 一方、地域を維持するための産業・雇用創出を図る地域にあっ

ては特に、テレワークを活用して周辺地域に定住したままでの

就労を支援することや高齢者の就労を進めることなど地域の活

性化に資する相乗効果を生み出すことを検討する必要がある。 

 
(2)産業・雇用創出 

○ 各自治体は、地域の歴史・文化、地理的特性、資本や労働力等

の既存資源等の現状を把握・分析した上で、地域固有の比較優

位性を備えた競争力（強み）のある産業分野を選定し、育成す

ることが求められる。その際には、地元の魅力や強みは地元の

人たちだけでは必ずしも発見、認識できない場合もあることか

ら、外部の目利きのできる人材を活用することも考えられる。

外部の人材の活用やその定着支援にあたっては、ハローワーク

と連携して行うことも重要である。 

○ 例えば、IT 系人材が豊富なことやブロードバンド環境が優れて

いることを活用して、IT 企業を誘致する、地域の優れた農林水

産資源や観光資源を組み合わせて活用して、魅力的な食や観光

パッケージを提供するなど 、コアコンピタンス（他を上回る

能力を有する分野）を決めていき、それが他地域との関係で優

位な差別化が出来ていることを確認するといったことが考えら

れる。 

〇また、優れた住環境と IT を活用し、創作的な人材を誘致する

など、離島など遠隔地のハンデを強みにすることも考えられ

6



 
 

る。その際、都道府県労働局やハローワークなど国の出先機関

の保有する産業・雇用に関するデータや人材確保のノウハウを

積極的に活用する等の連携も不可欠である。また、地域資源の

掘り起こしやその活用による産業興し、雇用創出については全

国の好事例も参考に検討することも考えられる。 

 

○ 競争力のある産業分野を選定した後には、地域の産業・雇用ビ

ジョンを策定し、地域を牽引していくために必要とされる企業

や人材の質や量と現在の企業と人材の質や量とを比較して、不

足するコンテンツや課題を明確にし、必要な雇用を創出するた

めの取組を行うべきである。また、このような考え方の下に

「地域経済分析システム5」を活用した地域分析を行うべきであ

る。 

○ 上記の分析結果を踏まえ、地域に産業を興し、知識や人材を集

積させていくために、地域の産業・雇用創出をマネジメントす

るための「産（事業主団体）官（自治体、国の出先機関）学

（大学、専門学校、教育訓練施設）金（銀行、信用金庫）労

（労働団体）」やＮＰＯ、ボランティア、地域の青年会などの

若者グループ等が連携した組織を整備することが必要である。 

 

〇産業興しや雇用創出に当たっては、地域住民支援交付金や厚生

労働省の実践型地域雇用創造事業のほか、各省庁のハード、ソ

フトの補助金等の支援を組み合わせて最大限活用することが考

えられる。 

〇また、地域の魅力を発信することで、国境を越えて、アジアも

含めた海外資本や大学で働く研究者等の高度人材等の「ヒト･

モノ･カネ」を呼び込み、地域の活性化につなげることも考え

られる。さらに、アジアへの販路開拓や観光客誘致など新興国

の経済成長を地域の経済・雇用に取り込む発想も重要である

（在外公館、JETRO、海外協力隊 OB などの活用 ）。 

 

○ 地方中核都市においては、その周辺部も含めた経済圏域を牽引

出来る産業・雇用創出が必要であり、そのような観点に基づい

た雇用対策を重点的に講ずるべきである。他方、その周辺地域
                                                   
5地域経済に関連する様々なビッグデータから、都道府県・市町村の産業や企業の実態、観

光客の流れ、人口の現状と将来等を、わかりやすく「見える化」するシステム 
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においては、地方中核都市の産業と有機的に結びついた雇用の

創出が必要である。 

○ 周辺地域の自治体にあっては、既存の地域の産業・雇用の状況

に加え、地域の今後の展望を踏まえた産業創出・雇用創出を図

る必要がある。例えば、地方中核都市で働く者の暮らしを支援

する地域として位置付けるという観点から、地域の子育て、医

療、介護、福祉という暮らしを支える分野の充実を図るための

雇用創出を考える必要があるのではないか。その際、高齢者や

障害者の就業を活用することも必要である。 

 

○ 地方における企業拠点の強化を促進する税制措置が創設される

ことに伴い、これを活用し、企業の本社機能の強化や大都市圏

からの本社機能や事業所の移転により、地方の雇用創出を促進

することが必要である。 

〇優秀な人材の活用先として、働く場としての自治体の活用も考

えられる。その際、自治体での魅力的な働き方、ミッションの

提供も検討すべきである。 

 

○これらの取組を進めるため、地域住民支援交付金を活用し、地

域の産業・企業ニーズに応じた人材の育成や、魅力ある職場作

りに取り組む企業の支援を行うとともに、自治体と企業の連携

協定などにより、相互のメリットを提供すべきである。また、

（長期にわたり）産業・雇用を維持していくために、いずれ

は、企業等の民間主体のみで自立的に動く仕組み作りを考える

必要がある。 
 
(3)人材確保・人材育成 

○ 地方で雇用を創出する際には、本社機能の移転を含む企業誘致

や産業集積等を実現することが有効と考えられるが、そういっ

たケースにおいては、企業は工場や事業所を立地する際、「人

材の質・量」も重視していることから、人材政策にフォーカス

し、地域や企業が必要とする人材確保のためのマッチング支

援、人材の能力開発支援、魅力ある職場作り支援等に取り組む

ことが重要である。このような観点から「地域しごと支援セン

ター」「プロフェッショナル人材センター」等を活用すべきで

ある。 
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○ 地方から都市部への人材流出に歯止めをかけるために、地方出

身の若者や地方大学の学生の地方企業への就職促進だけではな

く、都市部の大学等から地方の企業への就職を促進することも

必要である。このため、自治体は、全国ネットワークを有する

都道府県労働局と連携して若者の就職促進を図るとともに、地

方の企業や都市部の大学と連携して人材を育成していくことが

求められる。また、地方の高校生、大学生が具体的な将来の仕

事と暮らしをイメージできるようにすることが求められる。 

 

〇地方へ UI ターンした者の定住を促進するためには、「仕事」

「住まい」「暮らし」をセットで提供できることが重要であ

る。このため、全国移住促進センター（仮称）や地域しごと支

援センター（仮称）を活用して、職業紹介、空き家・不動産情

報の提供、医療・福祉・子育て・教育などの生活情報の提供な

どに取り組むことが必要である。 

〇また、大都市圏等から自治体が求める人材を確保するに当たっ

ては、現在東京都（品川）と大阪府（難波）のハローワークに

設置されている地方就職支援コーナーとの連携、マッチング事

業者との協定締結と連携等が有効である。 

 

○ 人口減少が著しい自治体にあっては、特に人の暮らしを支える

医療、介護、福祉分野など地域の住民サービス基盤の維持が課

題となってくる。このため、医療、介護、福祉分野における人

材確保にも喫緊に取り組む必要がある。 

 

〇人材育成に当たっては、地域の大学と連携し、大学の得意分野

も活かした人材育成を推進することが重要である。また、都道

府県労働局と連携し、地域の実情に応じた働き方の見直しを行

い、職場環境の改善を図ることも積極的に行うべきである。 

〇その際、「地域経済分析システム」を活用した地域分析に従

い、求める人材の能力を明確にした上で、民間の職業訓練機関

等、地域の職業訓練機関を活用することが必要である。国とし

ても、各地域が求める人材育成が適切かつ効率的に実施される

よう、支援することが求められる。これについては、地域住民

支援交付金の「地域しごと支援事業」において、地方版総合戦
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略に盛り込まれる人材確保や人材育成の取組を支援することと

しており、積極的な活用が望まれる。 

〇また、地元の教育資源の活用のみ考えるのではなく、都市部や

先進地の教育資源や企業などへの研修、派遣も検討すべきであ

る。他方で、外部の教育、訓練ができる人材を誘致することも

考えられる。 

 

〇専門的な職業能力開発等を通じた、サービス産業の生産性の向

上や、今後ますます高度化すると考えられるロボット技術等に

よって雇用を奪われることのない、高付加価値を生み出すこと

のできる人材の育成も重要である。 

 

○日本の将来を担う子供達の将来が、その産まれ育った環境によ

って左右されることのないよう、地域の実情も踏まえ、ひとり

親家庭の親の学び直しやその子供への学習ボランティアの充実

等の支援を組み合わせて実施することにより、地域を支える未

来の人材への投資を行うことが重要である。 

 

(4)多様な働き方の確保 

〇地域で産業を興し、必要な人材を確保するためにも、様々な背

景や価値観を持った人々が持てる能力を存分に発揮できる環境

の整備が不可欠である。その際には高齢者、障害者、若者、女

性等多様な人材が定着して活躍できるよう、魅力的な働き方や

ライフスタイルなどを実現するべく、当事者のニーズも把握し

ながら検討することが必要である。 

○ 例えば、女性の労働力を更に活用するため、子育て世帯の労働

者に対する企業の両立支援の取組（男性・女性を問わない育児

休暇の取得や短時間勤務の推進）が必要である。特に、子ども

を持つ親が安心して働き続けられるよう、事業所内保育施設の

整備等も強力に推し進めることが重要である。 

 

〇地方の企業における優秀な人材の確保や定着の実現を図るとと

もに、働く人のライフスタイル等に応じた働き方を通じて能力

発揮が出来るようにするため、勤務地などを限定した「多様な

正社員」の普及・促進、希望に応じたキャリアアップ支援や処

遇改善に取り組むことが重要である。 
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〇また、テレワークの普及促進等により、仕事と家庭の両立や通

勤時間の削減を図るなど、フレキシブルな働き方を支援するこ

とも必要である。この観点で厚生労働省としても支援を行って

いく。 

 

○ 我が国の高齢者の就労意欲は高く、生涯現役社会を目指す観点

からも、多様な就労形態によって、高齢者雇用の充実を図るこ

とが必要である。これにより、高齢者の暮らしの質が引き上が

る効果など、相乗効果も期待できると考えられる。 

 

〇近年特に障害者の就労意識が高まっており、障害の特性も踏ま

えつつ、例えば農業やサービス業等様々な分野において地域の

中で活躍できるよう、支援していくことが必要である。例え

ば、障害がある人の雇用の場の創設や就労の安定化に向けた施

策に官民で取り組み、1,000 人の障害者の雇用を目指している

例もある。 

 
 Ⅱ.少子化対策に関する取組方針 

(1)総論 

○少子化を取り巻く現状としては、地域ごとにその状況（例え

ば、有配偶率や合計特殊出生率、保育所の待機児童数や三世代

の同居率等）が異なっている。まずは地域ごとにその状況を確

実に把握し、それに基づいてオーダーメイド型の対策を検討す

る必要がある。 

○本年４月からは、子ども・子育て支援新制度が施行される。新

制度においては、都市部においてニーズの高い延長保育や放課

後児童クラブなどへの財政支援を行うとともに、人口減少地域

においては、従来の保育所よりも定員の少ない小規模保育の活

用を図るなど、地域の実情に応じた子育て支援を可能としてい

る。 

 

〇地方創生、人口減少克服のためには、若い世代の希望に沿っ

て、結婚、妊娠、出産、子育てができるような環境を整えるこ

とが何よりも大事である。特に、安心して結婚や出産・子育て

を行うことができる経済的基礎をつくることが重要であり、地

域の魅力ある中小企業の発掘等若者雇用対策を進める必要があ
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る。 

 

○「晩婚化」が出生率の低下の一因となっていることに鑑み、不

妊治療への助成を行うとともに、妊娠や出産に関する知識の普

及に努め、個人が結婚や出産の時期も踏まえたライフデザイン

を適切に描けるようにすることも重要である。 

 

○ 子育て環境は若年者の移住・定住の主要関心事項であり、若者

の地方移住を進めるためにもその整備は重要である。 

○ 地方中核都市とその周辺地域において、創出された産業・雇用

を安定的に支えていくためにも、安定した人口構造を保持する

ための好循環を生み出すための環境整備が必要である。 

○ このため、各地域で少子化施策の進捗などを踏まえつつ相互の

役割分担を協議し、政策の優先順位を考えた上で、企業や地域

と連携し、サービス提供体制の整備などに取り組んでいくこと

が求められる。 

 

○ 少子化対策を進めるに当たっては、第１子の壁、第２子の壁、

第３子以降の壁として現状分析した上で課題を整理し、それぞ

れの対策を講じることが重要である。 

○例えば、初婚年齢が高いために第１子の出産が高い年齢となっ

ている、あるいは、第１子の出産時は他の自治体と比較して低

い年齢だったが第３子の出産が高い年齢となっているなど、地

域によって特徴が異なっていることから、それを分析した上で

的確な対策を講じることが必要である。 

〇第１子の壁については、結婚を希望する者への出会いの場の提

供や、未婚・晩婚化対策としての企業における働き方の見直し

が第一に求められる。また、第２子の壁については、第１子の

育児に対する様々なサポートがあることが重要であることか

ら、男性が積極的に育児を行うことや子育て支援サービスの充

実が必須となる。第３子以降の壁については、第３子を持たな

い理由は経済的理由が約７割であることから、育児に要する経

済的負担を軽減することが必要となる。 

○ これらを着実に進めていくためには、少子化施策に係る様々な

指標をレーダーチャートのようにデータ化して他都市との比較

を行うなど、施策の進捗と育児のしやすい環境を「見える化」
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し、若い世代の移動の指標にしていくことが重要である。 

〇地域で少子化対策を検討するに当たっては、各地域で出生順位

ごとの出生率推計値を分析し、各自治体が他の地域と比較する

ことも考えられる。 

 

○これらの取組を進めるため、地域住民支援交付金も活用し、多

子世帯対策や三世代同居・近居支援も含めた実効ある取組みを

通じて子育て支援の充実を促すことが重要である。国として

も、そうした先駆的な取組について全国的に周知・展開してい

く必要がある。 

 
(2)子育て支援 

○ 平成 27 年４月にスタートする子ども・子育て支援新制度にお

いては多様な保育サービスがメニュー化されることから、着実

な施行が期待されるとともに、まずは、各自治体は、地域の実

情に応じて、サービスを効果的に組み合わせていくことが求め

られる。 

○ その際、保育所だけではなく、地域の小児・周産期医療の確保

等も含めた包括的な子育て支援環境の整備や、「子育て世代包

括支援センター」等のワンストップ拠点において、切れ目のな

い包括的な支援を行うための基盤整備や人材確保を支援するこ

とが必要である。これらのサービス等の担い手については、市

民が主体的に参加する非営利法人や企業等が協働し、自律的に

循環するような体制とすべきである。 

 

○ 企業の地方移転を促進する際、優秀な人材確保の観点から、当

該企業に事業所内保育施設の設置を求める等、企業とも連携し

た受け皿整備を進めることが必要である。 

 

○ 他方、現状では、保育需要のピークは平成 29 年と推計されて

おり、保育所や保育士が余剰となる可能性も想定される中で、

施設や人材の合理化・効率化に対応できるようにすることも考

慮すべきである。例えば、将来的に高齢者施設への転換を前提

とした保育所整備なども考えられる。また、放課後児童クラブ

については、学校の空き教室だけでなく、授業で利用している

教室の活用も含めて対策を講じていく必要がある。 
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○ 親との三世代同居・近居の夫婦ほど出生する子どもの数が多く

なる傾向にあることから、親世代の住み替えを支援すること

で、同居・近居を実現することも必要である。 

 

○ 企業独自の育児休業給付の上乗せ等、福利厚生を活用した経済

的支援も検討するべきである。 

〇人口減少に歯止めをかけることは、企業等経済界にとってもメ

リットが大きいものであり、企業等が少子化対策の推進にさら

に積極的に参画することを促す取組も検討すべきである。 

 
(3)ワークライフバランス 

○ 近年の未婚率の上昇や晩婚化により、第１子が生まれないある

いは第１子が高齢出産となることで、完結出生児数6は減少傾向

にある。これに対応するために、企業と連携したワークライフ

バランス実現に向けた取組を実施することが必要である。 

○ ワークライフバランスの実現のための取組として、朝型勤務時

間の設定やコンプレストワークウィーク7、テレワークデイを設

定した本格的なテレワークの導入など柔軟な働き方を支援する

制度を導入する企業を応援することが考えられる。 

 

○ 日本の男性の育児参加時間は世界的にも低水準であり、女性に

育児の負担が集中している。これを解消するために、現行の

「パパ・ママ育休プラス8」に加え、企業の工夫により、例え

ば、父親のみが取得可能な育児休業期間を設定する「パパクオ

ータ制度」の導入を働きかけるなど、男性の育児休業の取得促

進に向けた施策が必要である。 

 

○ 子育て支援や両立支援に積極的なリーディングカンパニーの先

駆的な取組を分析し、企業に広く普及させることが効果的であ

る。このために、実効性のある働きかけを行うことが必要であ

る。 

                                                   
6 夫婦の最終的な出生子ども数 
7通常よりも就業日数が少なく、一日の労働時間が長い勤務形態 
8 母親だけでなく父親も育児休業を取得する場合に、育児休業の取得可能期間が２ヶ月延

長される制度 
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○また、くるみんやプラチナくるみん取得企業（子育てを支援す

る企業として認定を受けた企業）について、自治体としてその

周知及び支援を行うための方策を検討する必要がある。 
 
 Ⅲ.医療・介護、福祉サービスの基盤整備に関する取組方針 

(1)総論 

○ 地域を支える安定した人口構造を保持するための好循環を生み

出すためには、生活基盤としての医療、介護、福祉が不可欠で

あり、こうした生活支援サービスが備わった「まち」が人々の

暮らしを支えることが必要である。また、こうした医療、介

護、福祉部門が地域における重要な雇用の場ともなる。 

 

○ この生活の土台となるサービスの基盤整備を考えるに当たって

は、 

・大都市圏のように今後急速な高齢化が進みサービス不足が深

刻化する地域 

・地方圏のように雇用創出や地方移住を進める上で一定のサー

ビス需要がある地域 

・中山間地域のようにサービス提供人材が不足し、また、居住

地が点在してサービス効率を高めることが難しい地域 

の存在を念頭に置いて考える必要がある。 

 

○ 地方圏や中山間地域においては、人材確保やサービス提供が困

難な地域の増加に備え、利用者の利便性や相乗効果も勘案し、

高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉といった福祉サービスの融

合を図ることが必要である。厚生労働省としても、その更なる

推進方策とともに、これらのサービスの担い手となる専門職種

を統合・連携させる方策を検討するための検討チームを設置す

る。さらに、地域・サービスのネットワーク化、移動手段、潜

在利用者へのアウトリーチなどについて具体的に考える必要が

ある。 

○ また、大都市圏のように、医療・介護等のサービスが不足する

地域は、周辺地域などと相互の役割分担の下で、医療・介護機

能の高度化が求められるとともに、サービスと連動する人々の

住まい方も合わせて考える必要がある。 

○ このように、地域の資源の状況を踏まえた上で、生活上の安
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全・安心・健康が確保され、住み慣れた地域で生活を続けるこ

とができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体

的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現する必要が

ある。その際、高齢者のみならず子育て世帯や障害者にとって

も安全・安心・健康が確保されるような地域を構築することを

目指すべきである。これらのシステムを構築していく上では、

子育て支援と同様に、市民が主体的に参加する非営利法人や企

業等が協働することも重要である。 

 

〇地域医療構想を含む医療計画や介護保険事業計画などの策定に

当たっては、計画を作成するための検討過程が重要であるとい

う意識を持ち、地元大学の教授・学生や、地元の医療従事者、

地元の介護サービス利用者など、多様な主体の参画を経て、議

論を行っていく必要がある。 

〇その際には、大学生だけでなく、地元の高校生なども参画させ

ることを通して、進学・就職により地元を離れて東京に行くこ

となく、地元で暮らしていくことの価値を見つめ直す契機にす

ることも考えられる。 

 

○平成 27 年度から9は、全国一律の要支援者に対する予防給付

（訪問介護・通所介護）が、市町村が取り組む地域支援事業に

移行し、多様化していくこととなる。 

○移行後の地域支援事業は、高齢者を単に「サービスの受け手」

ではなく、「地域に参加する主体」としても捉え、住民の支え

合いの仕組みづくりを地域において構築することを目的とする

ものである。このことは「地域づくり」そのものであり、地方

版総合戦略の検討と一体のものとして検討していく必要があ

る。 

 

〇医療機能の分化と連携を適切に推進するため、地域医療構想の

具現化を進める必要がある。さらに、まちづくりを進めるに当

たっては、地域包括ケアシステム、地域医療構想、子ども・子

育て支援新制度、新しい生活困窮者自立支援制度などを個別に

検討するのではなく、可能な限り総合的・連動的に構想するこ

                                                   
9平成 29 年度までに段階的に移行  

16



 
 

とが望ましい。 

 

○ 高齢者の生活サービスとして、特にニーズの高いものに、通院

や買い物の際の移動のための支援がある。これを検討するにあ

たっては、既存の公共交通網、地理的条件、住民の居住分布や

行動範囲・移動目的、商業施設や医療機関等の分布など、十分

に現状を分析・精査することが必要である。また、都市のコン

パクト化や公共交通網の再構築と連携しながら、整備していく

ことが必要である。 

○ その際、地域支援事業の一環として、「福祉有償運送」のスキ

ームを活用することなどにより、社会福祉法人等による移動支

援サービス等の提供を支援することも考えられる。 

 

〇地域の経済社会を活性化していくため、いわゆるスマートウェ

ルネスシティの構築といった、健康づくりを意識したソーシャ

ルキャピタルの活用やまちづくりを進めることも考えられる。 
〇また、市民が主体的に参加する非営利法人や企業等の多様な主

体による生活支援サービスを提供するため、地域支援事業の一

環として、介護支援ボランティアポイント制度を導入し、元気

な高齢者による自主的な取組を促進することも考えられる。 
 

 
〇都会から地方へ移住し、健康で活き活きとした生活を送りたい

という希望をもつ高齢者も多い。このような希望を持つ高齢者

が、健康な時から都市部から地方へ早めに移住しできるよう、

移住希望者に対する事前相談や試行的な移住体験等を行うこと

が必要である。その際、高齢者のみ対象とするコミュニティづ

くりを進めることも一つの方策であるが、地域の永続性や共生

の在り方等を念頭に、障害者や子育て世帯など全ての住民が相

互に支え合いながら住みやすい環境づくりを進めていく視点が

求められる。 
 
(2)医療・介護 

○今後、人口減少が急速に進展していき、地域の高齢化率が高ま

っていく局面における、高齢者をはじめとする住民のニーズを

イメージしながら医療・介護の提供体制を構築する必要があ
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る。 

○例えば、高齢者の大幅な増加が見られる地域において、病院を

退院した後に訪問診療をしてくれる医師がいるのか、もしく

は、高齢者のみの世帯になっても見守りや声かけなど必要な生

活支援サービスが提供されるかといった不安がある。 

○こういった不安を解消すべく、バリアフリー住宅やサービス付

き高齢者住宅等安心して暮らすことができる「住まい」を提供

することを前提に、その安心を支える見守りなどの「生活支

援」やそれぞれの状態に応じた「予防」・「医療」・「介護」が有

機的に連携して提供されるシステムを、コンパクトシティの形

成とも連動して、構築することが必要である。 

 

○医療・介護サービスの担い手として、医師・歯科医師や介護福

祉士だけでなく、薬剤師、保健師、助産師、看護師、介護支援

専門員、リハビリテーション関係職種、あん摩マッサージ指圧

師、はり師、きゅう師、柔道整復師等の専門職の積極的な関与

のもと、患者・利用者の視点に立って、サービス提供体制を構

築する必要がある。 

 

〇地域における今後の医療・介護の在り方を検討するに当たって

は、医療計画や介護保険事業計画と地方版総合戦略を連携させ

ていくことが重要である。 

○ 都市部においては、市役所、医療、福祉、商業、教育等の都市

機能や居住機能を、都市の中心部や生活拠点等に誘導し、コン

パクトシティの形成を推進することが求められる。 

○ 「連携中枢都市圏10」において、地域経済（雇用）、高次都市機

能（救急等の高度医療）、生活関連機能（在宅医療、介護、福

祉など）に関する目標を設定することとなっており、既存の地

域の資源の状況を踏まえ、地域包括ケアシステムと地域医療構

想を具現化することが求められる。 

 

○ 都市部においては、高齢者の急増に伴う医療・介護需要の増大

が見込まれることから、都市機能や居住機能と連携して医療・

介護機能の質を高めていく必要がある。また、これらの地域の
                                                   
10連携中枢都市となる圏域の中心市と近隣の市町村が、連携協約（地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号）第 252 条の２第１項）を締結することにより、形成される圏域 
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患者・住民は移動可能な圏域が広いことから、サービス提供に

ついては広域連携が必要である。医療計画や介護保険事業計画

の策定においては、これらの状況を踏まえることが求められ

る。（国としても関係自治体との連携が求められる。） 

 

〇サービスの提供体制の連携・再編等に地域医療連携推進法人や

地域医療介護総合確保基金を活用することが考えられる。ま

た、高齢者向け住宅や病院を対象とするヘルスケアリートの活

用も考えられる。 

 

〇近隣の複数の病院と提携し、重なる診療機能を集約し、医療機

能を高めるとともに、肺炎や骨折など高齢者に身近に起きる疾

患に対応できる小回りの効いた病院や、在宅医療・介護を支援

する病院に変わっていくことにより、地域の医療の質を高める

とともに、医療従事者が働きがいをもって活躍できる場を構築

することも重要である。 

 

〇医療・介護サービスの供給に関する状況の「見える化」を図

り、利用者が参考とできるようにすべきである。 

 
(3)福祉 

○まちづくりにあたっては、個々人の状況に関わらず、誰もが

「制度の狭間」に置かれることなく、孤立せず参加する場があ

ることも、人口減少に立ち向かう自治体にとって、不可欠な要

素である。 

 

○ 今後、福祉サービスに関しては、人口減少の中で、人材確保や

サービス提供が困難な地域が増加してくることから、利用者の

利便性も勘案し、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉、生活困

窮者支援やひとり親支援など縦割りで提供されている福祉サー

ビスの融合化を進めることが重要である。これにより、各サー

ビスがコーディネートされ、ワンストップでサービス提供でき

る体制を構築することが必要である。 

○ 特に中山間地域においては、日常生活に不可欠な施設や地域活

動を行う場を「小さな拠点」として集約することが重要であ

る。この「小さな拠点」において、医療や福祉サービスは重要
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な役割を担うことから、高齢者、障害者、子どもなどが分け隔

てなく利用でき、専門的なサービスを受けられるとともに、居

場所ともなるサービスを検討することが求められる。その際、

サービス水準の低下に繋がらないよう、IT 活用等を進めるよう

に努める必要がある。 

 

〇人材確保の際には、処遇改善だけでなく、地域の住民が持つ福

祉サービスのイメージが非常に大きな影響を与えることから、

そのやりがい等の発信を行政としても後押しすることも重要で

ある。 

 

○福祉以外の分野との連携も重要である。農業との連携について

は、農林水産省が中心となって医福食農連携11を進めており、

地域の病院や介護老人保健施設、デイサービス等において、園

芸療法を実施している例がある。教育との連携については、高

齢者が、ボランティアとして幼稚園、小学校や放課後児童クラ

ブなどで子どもたちに絵本の読み聞かせを行っている例もあ

り、このような他分野との連携を進めることも重要である。 

 

○地域づくりは、官民が協働し、関係機関や多様な主体の参画の

下に行われることが必要である。すべて公的な事業で解決を図

るのではなく、住民同士の助け合いの仕組みを地域につくって

いくことも重要である。 

○その際、地域のニーズの分析や対応策の検討にあたり、地域の

大学における福祉系の学問の研究者やその下で学ぶ学生に協力

してもらうことも有効である。また、地域にそのような大学が

無い場合でも、全国からの協力依頼を受け付けている研究者も

いる。彼らの知見を活用しつつ、介護保険事業計画など福祉に

関する各種計画の策定の際などに、実効ある取組を検討してい

くことも効果的である。 

 

〇なお、本年４月から福祉事務所設置自治体において実施される

生活困窮者自立支援制度は、複合的な課題を抱える生活困窮者

を広く受け止め包括的な支援を展開する。生活困窮者が自立す
                                                   
11医福食農連携とは、機能性食品や介護食品の開発・普及、薬用作物の国内生産拡大、障害者等

の就労支援など「農」と「福祉」の連携等の医療・福祉分野と食料・農業分野との連携の取組  
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るためには、働く場や参加する場を開発していくことが重要で

あり、地方創生のための各種施策と総合的に運用することが重

要である。 
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３．おわりに 

〇地方創生においては、地方が自ら考え、責任を持って取り組

むことが何よりも重要である。このため、都道府県と市町村

では、目標を設定した上で地域の特性を踏まえた地方版総合

戦略等を策定し、その目標の実現に向けた取組を自立的に進

めていくことが不可欠である。 
〇人口減少・超高齢化というピンチをチャンスに変えるべく、

厚生労働省としても、ここまで述べてきた方針に沿って、裁

量性と責任ある地方主導の政策づくりを全力で支援していか

なければならない。また、この「厚生労働省まち・ひと・し

ごと創生サポートプラン」自体も自治体の取組や課題等を踏

まえ、不断の見直しを行っていく必要がある。 
〇地方創生を政策の「フロンティア」ととらえ、自らの在り方

を見直し、未来に向けて前進させるきっかけとして取り組む

べきである。 
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東京、横浜、岡山における１ヶ月の収入と支出の比較（単位：円）

収入 支出
収入－支出
（①－②）①勤め先収入 ②支出計 食料 光熱・水道 被服・履物 家賃（※２） 保育料（※３）

非消費支出
（税・保険料

等）

東京都区部 548,135 389,030 85,174 22,717 18,511 76,703 72,000 113,925 159,105 

横浜市 506,462 347,927 81,814 22,581 14,161 68,068 53,000 108,303 158,535 

岡山市 467,137 279,488 63,319 20,879 14,071 43,527 45,700 91,992 187,649 

東京都区部との
差

収入 支出
収入－支出
（①－②）①勤め先収入 ②支出計 食料 光熱・水道 被服・履物 家賃 保育料

非消費支出
（税・保険料

等）

横浜市 ▲ 41,673 ▲ 41,103 ▲ 3,360 ▲ 136 ▲ 4,350 ▲ 8,635 ▲ 19,000 ▲ 5,622 ▲ 570

岡山市 ▲ 80,998 ▲ 109,542 ▲ 21,855 ▲ 1,838 ▲ 4,440 ▲ 33,176 ▲ 26,300 ▲ 21,933 28,544

（※１）特に※がないものは、「総務省 家計調査（平成２５年）」より引用
（※２）「総務省 住宅・土地統計調査（平成２０年）」より引用
（※３）保育料については、以下のとおり

東京都区部；品川区の認可外保育所の最低月額保育料
横浜市 ；横浜市の所得税額（月額）19040円×12＝23万円

横浜市の認可保育所では所得税（月額）203,000円以上233,000円未満は保育料53000円
岡山市 ；岡山市の所得税額（月額）17474円×１２＝21万円

岡山市の認可保育所では所得税額（月額）103,000円以上 413,000円未満の保育料は45700円

都道府県別にみた出生順位ごとの出生数の割合（2013年）

（出所） 厚生労働省「人口動態統計」（2013年確報）

注： 出生順位（第１子、第２子、…）とは、同じ母親がこれまでに生んだ出生子の総数について数えた順序である。
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都道府県別にみた出生順位ごとの出生率推計値（2013年）

（出所） 厚生労働省「人口動態統計」（2013年確報）

注１： 都道府県別の合計特殊出生率に当該地域における出生順位別の割合を機械的に乗じて算出した試算値である。

注２： 出生順位（第１子、第２子、…）とは、同じ母親がこれまでに生んだ出生子の総数について数えた順序である。
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（出所） 厚生労働省「人口動態統計」（2013年確報）

注１： 点線は全国平均を表す。

注２： 出生順位（第１子、第２子、…）とは、同じ母親がこれまでに生んだ出生子の総数について数えた順序である。
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媛

高
知

福
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佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児

島

沖
縄

（歳）

第３子

第２子

第１子
（第１子 全国平均３０．４歳）

（第２子 全国平均３２．３歳）

（第３子 全国平均３３．４歳）
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指標 都道府県 市町村 備考

結婚

非正規雇用労働者の割合 ○（５年に１度） ×

以下の指標は、国
単位でのみ把握。

・希望子ども数
・実際の子ども数
・男女の育児休業
取得率
・第一子出産前後
の女性の継続就業
率
・保育所の利用率
・年次有給休暇取
得率
・週労働時間６０時
間以上の３０代男
性の割合

完全失業率 ○ ×

結婚支援事業の有無 ○ ○

妊娠・出産

合計特殊出生率 ○ ○（５年に１度）

不妊治療費の助成
※夫婦間で行われる体外受精・顕微授精に限る

○ ×

分娩取扱医療機関、分娩取扱助産所の数 ○ ×

両立支援

保育所の待機児童数 ○ ○

放課後児童クラブの利用率（登録児童数÷小学校就学
児童数）

○ ○

放課後児童クラブの待機児童数 ○ ○

子育てへの
不安

三世代の同居率 ○（３年に１度） ×

地域子育て支援拠点事業の実施率（人口１万人当たり） ○ ○

経済的負担
乳幼児医療費無償化 ○ ○

１ヶ月当たり所得に占める家賃の割合 ○（５年に１度） ×

少子化対策に関する各種指標の例
下記のような指標を活用して、地域における少子化の要因等を分析・評価し、「見える化」する。
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委 員 長：橋本 岳  厚生労働大臣政務官 
 
委員長補佐：熊木 正人 社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室長 
      武田 康祐 労働基準局労働条件政策推進官 

森  真弘 政策統括官付社会保障担当参事官室政策企画官 
      江口 満  大臣官房会計課社会保障財政企画官 
 
委   員：水野 忠幸 医政局医療経営支援課長補佐 
      遠藤 傑  医政局地域医療計画課係長 
      角園 太一 労働基準局労働条件政策課長補佐 
      黒田 啓太 職業安定局雇用政策課長補佐 
      野村 晋  職業安定局雇用保険課長補佐 
      横田 正明 職業安定局派遣・有期労働対策部企画課係長 
      楊井 千晶 雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室長補佐 
      坂本 裕一 雇用均等・児童家庭局総務課係長 
      野中 祥子 老健局総務課長補佐 
      羽野 嘉朗 老健局介護保険計画課長補佐 
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      木原 大樹 政策統括官付社会保障担当参事官室政策第三係長 
      東江 赳欣 政策統括官付社会保障担当参事官室 
      遠坂 佳将 大臣官房人事課 
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